
法人県民税・法人事業税・地方法人特別税の税率の改正について

平成２６年１０月１日以後に開始する事業年度から税率が改正されます。

○ 法人県民税（法人税割）の標準税率が引き下げられます。
法人住民税（法人税割）の税率引下げ相当分について、地方法人税が国税として

創設されます。
○ 法人事業税（所得割・収入割）の税率が引き上げられ、地方法人特別税の税率が
引き下げられます。
地方法人特別税の規模が１／３縮小され、法人事業税に復元されます。

※税率については裏面をご覧ください。

【参考】地方法人税（国税）の創設

平成２６年度税制改正により地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、法人住民

税法人税割の一部を引き下げ、その引き下げ相当分について法人税額を課税標準とする、税率４．４％の

地方法人税が（国税）が創設されています。

税率改正後初年度の予定申告について

法人県民税・法人事業税・地方法人特別税の税率が改正されることに伴い、平成２６年
１０月１日以後に開始する最初の事業年度に係る予定申告については、経過措置が設けら
れています。

○法人県民税（法人税割）
（前事業年度の法人税割額×３．８）÷前事業年度の月数

○法人事業税
（前事業年度の法人事業税額（割ごとの額）÷前事業年度の月数）×７．５

○地方法人特別税
（前事業年度の地方法人特別税額÷前事業年度の月数）×４．０

【お問い合わせ先】

東部県税局 徳島庁舎 県民税・事業税担当 ０８８－６２６－８８４３

吉野川庁舎 課税担当 ０８８３－２６－３９２１

南部総合県民局（経営企画部）阿南庁舎 県税担当 ０８８４－２４－４１２０

西部総合県民局（企画振興部）美馬庁舎 県税担当 ０８８３－５３－２０２２

-徳島県-



（裏面）

新税率（平成２６年１０月１日以後に開始する事業年度から適用）
【法人県民税】

税率

区分 平成２６年９月３０日以前に 平成２６年１０月１日以後

開始する事業年度 に開始する事業年度

法 資本金の額又は出資金の額が１億円を超える法人

人 法人税額又は個別帰属法人税額が年１千万円を超える法人 法人税額の５．８％ 法人税額の４．０％

税 保険業法に規定する相互会社

割 上記以外の法人 法人税額の５．０％ 法人税額の３．２％

（注）平成２２年９月３０日以前の解散（合併による解散を除きます。）による清算所得に対する法人税額に係る法人税割額を納付する法人

は５．８％となります。

【法人事業税】
税率

区分
平成２０年１０月１日以後、 平成２６年１０月１日以後

平成２６年９月３０日以前に に開始する事業年度

開始する事業年度

電気供給業・ガス供給業・保険業 収入金額 ０．７％ ０．９％

特別法人
年４００万円以下の所得 ２．７％ ３．４％

そ 年４００万円超の所得及び清算所得（※） ３．６％ ４．６％

外形標準課税対象法人 年４００万円以下の所得 １．５％ ２．２％

資本金の額又は出資金の額 年４００万円超８００万円以下の所得 ２．２％ ３．２％

の が１億円超の法人（公益法 年８００万円超の所得及び清算所得（※） ２．９％ ４．３％

人・特別法人・人格のない

社団・投資法人等を除きま 付加価値額 ０．４８％ ０．４８％

他 す。） 資本金等の額 ０．２％ ０．２％

年４００万円以下の所得 ２．７％ ３．４％

その他の法人 年４００万円超８００万円以下の所得 ４．０％ ５．１％

の 年８００万円超の所得及び清算所得（※） ５．３％ ６．７％

３以上の都道府 特別法人 所得及び清算所得（※） ３．６％ ４．６％

県において事務 外形標準課税対象法人

事 所等を有する法 資本金の額又は出資金の額 所得及び清算所得（※） ２．９％ ４．３％

人で、資本金の が１億円超の法人（公益法

額又は出資金の 人・特別法人・人格のない 付加価値額 ０．４８％ ０．４８％

業 額が１千万円以 社団・投資法人等を除きま 資本金等の額 ０．２％ ０．２％

上の法人 す。）

その他の法人 所得及び清算所得（※） ５．３％ ６．７％

（※）平成２２年１０月１日以後に解散した場合、清算所得に対する課税が廃止され、通常の所得に対する課税となります。

【地方法人特別税】
税率

区分 平成２０年１０月１日以後、 平成２６年１０月１日以後

平成２６年９月３０日以前に に開始する事業年度

開始する事業年度

外形標準課税対象法人の所得割額 １４８％ ６７．４％

外形標準課税対象法人以外の法人の所得割額 ８１％ ４３．２％

収入割額 ８１％ ４３．２％


